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１．背景・目的

近年、私たちが暮らす生活環境の中で、食の安全・安心に対する意識が高まってきている。そうした社会の流れを受けて、現在農林水産省や各都道府県も農業・流通の方針を見直し、新たな流れが生まれている。新しい方針の一つとして、地産地消が上げられる。地産地消とは、地元で収穫された作物を地元で消費することである。これは、生産者の顔が見えるという点、作物が収穫されてすぐ売り場に届くという点で、食の安全・安心に信頼性がおける。

また、地産地消のこのような特徴は食料自給率向上の点でも、農産物生産流通の本来あるべき姿としても、きわめて大切である。更に、この地産地消は、茨城県の霞ヶ浦周辺においては特に、地域的な循環サイクルを活用するという点で、環境的な面でも良い効果がある。具体的には、フードマイルの減少、霞ヶ浦の水質汚濁を解消する上で大きな役割を担うという点である。

そこで我々は、地場野菜の普及という観点に立って、つくば市における地産地消のあり方を考え、地場野菜の普及方法を研究することを目的とする。

２．予備調査

１）地場野菜の普及が環境問題に及ぼす効果を詳しく知るために予備調査を行った。

　　地場野菜が普及すればフードマイル（食料の輸送距離）が減るため、輸送時の温室効果ガス排出量が削減される。つくば市で消費する野菜を全て地場野菜でまかなう場合、実際にフードマイレージや温室効果ガス排出量はどの程度減少するのか試算を行った。（表1）
	　　　　　　表１：つくば市フードマイレージ比較

	野菜
	域外入荷の

場合(t･㎞）
	域内だけでまかなう場合(t・㎞）
	フードマイレージの差

　（t・㎞）

	
	
	
	

	だいこん
	1778171.8 
	77210.4 
	1700961.4 

	にんじん
	612777.7 
	28841.4 
	583936.3 

	はくさい
	288101.9 
	42584.8 
	245517.1 

	合計
	2679051.4 
	148636.7 
	2530414.7 

	
	削減できるCO2量(ｇ-Ｃ)
	節約できる

電気代(円)
	エアコン使用1時間短縮日数

	だいこん
	81646145.5 
	5173617 
	8084 

	にんじん
	28028941.1 
	1776091 
	2775 

	はくさい
	11784820.4 
	746761 
	1167 

	合計
	121459907.0 
	7696469 
	12026 

	一世帯あたり
	1703.3 
	108 
	0.17 


平成15年農林水産省データおよび国土交通省「交通関係エネルギー要覧を基に算出

２）地場野菜の普及が霞ヶ浦周辺の循環にどのような影響を及ぼすかを調べた。霞ヶ浦の水質汚濁物質から作られた堆肥で地場野菜を栽培できることが分かった。(図１)
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[image: image4.emf]図5：認証マーク付き野菜の普及方法
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図１：霞ヶ浦と地場野菜の循環関係

３）現時点で地場野菜の普及状況や、行政・供給者・消費者の地場野菜に対する意識を調査した。調査方法としてはJAつくば市･学校給食課･農業課･朝市･the gardenつくば店へのヒアリング調査である。また消費者への店頭アンケート調査も行った。

３．予備調査のまとめ

1)　行政･供給者･消費者の意識について

　　地場野菜に対してそれぞれの立場では意識に差があった

行政･･･地産地消に賛同はしているが普及のために自ら積極的に働きかけようという姿勢は見られない。

供給者･･･安くて良いものを仕入れる。消費者が鮮度・価格・安全性を優先していることを認識している。地場野菜の品目の少なさが問題と見ている。

消費者･･･鮮度を重視して野菜を購入している人が最も多い

２）地場野菜の普及の程度について

　消費者アンケートの結果、地場野菜は広く消費者に知られており、地場野菜を購入する消費者も多いことがわかった。しかしthe gardenつくば店へのヒアリング調査で、地場野菜はバラエティにかけるため今よりも大幅に増やすことは難しいということがわかった。

　学校給食課へのヒアリングの結果、地場野菜は現在でも給食の一部に使用されているが、今の制度のままでは費用の面で普及を更に広めるのは難しいということがわかった。

３）認証システム

　つくば市役所農業課でのヒアリング調査で野菜の認証システムがあるということがわかった。
４．課題設定

　予備調査から分かったことから、地場野菜の普及に関する課題を以下の５つとしてあげる。
課題①：消費者と供給者の意識の差

消費者と供給者の間で地場野菜に対する意識の差がある。この２者間での認識の差を近づけ、地場野菜の普及への取り組みにつなげる。
課題②：学校給食への地場野菜購入

学校給食への地場野菜の導入について、消費者はどのように考えているのだろうか。実際に地場野菜を導入できるようにする。

課題③：農業特区の利用

今年からつくば市に導入された特区を用いて、地場野菜の普及に貢献できないだろうか。地場野菜の弱点であるバラエティの少なさを補う役割を担えるようにする。

課題④：認証システムの可能性

　　現行の認証システムの認知度や基準はどのようなものなのか。認証が消費者の野菜購入時の判断基準になるようにする。それによって改善できる点や新しい認証システムの導入を検討する。

課題⑤：霞ヶ浦における魚粉の堆肥化事業の可能性

　　霞ヶ浦の堆肥化事業に取り組む上で、その堆肥を使用し作った野菜のブランド化の可能性を検討する。

５．本調査

　地場野菜の普及に関しての５つの課題に対して、以下の調査を行った。

1） 調査方法

課題①に対して、消費者へのアンケート調査を行い、消費者の意識調査を行った。

課題②に対して、小学校保護者へのアンケートを行い、学校給食への地場野菜導入に対する意識調査を行った。また、実際に学校給食に地場野菜を取り入れている例として、長崎県大村市の参考例を文献調査した。

課題③に対して、つくば市の農業特区利用を行う有限会社みずほにヒアリング調査を行った。

課題④に対して、消費者へのアンケートによる認証システムの認知度調査などの現状把握を行った。

課題⑤に対して、ＮＰＯ法人アサザにヒアリング調査を行い、アサザ野菜のブランド化についての手法について調査した。

２）調査結果

（１）長崎県大村市の学校給食への地場野菜導入の先行事例
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　現在、長崎県大村市の

小学校では、給食に使用す

る野菜を地場野菜でまかな

っている。図は、大村市が

行ってきた地場野菜導入の

プロセスをあらわしたもの

である。この事例は、保護

者が地場野菜を学校給食に

取り入れることに理解を示　
し、行政がその声に応え、　　図２：大村市の地場野菜導入プロセス
地場野菜を取り入れることに成功したものである。

（２）有限会社みずほへのヒアリング調査

有限会社みずほの長谷川社長にヒアリング調査を行った。みずほの農業特区活用方法は、イチゴ観光農園を作ることで、その規模はhaである。

　みずほは、農業法人として直売所経営を行っている。今回のヒアリング調査で新たにみずほの直売所の運営方法が分かった。みずほではスーパーの流通システムとは違い、契約農家が自ら野菜に対して価格を設定し、みずほに出荷する。生産者は売上の８５％を利益として受け取り、売れ残って分は引き取る。

　みずほは、野菜販売において、農家に質での競争を望んでおり、低価格競争は起こらないような方針をとっている。

（３）NPO法人アサザへのヒアリング結果

　霞ヶ浦の水質浄化活動を行っているNPO法人アサザへのヒアリング調査を行った。

　アサザは水質汚濁物質である窒素やリンを浚渫することで霞ヶ浦を浄化している。今年からは、霞ヶ浦でとれた漁獲した魚を魚粉にし、有機肥料として農家へ販売供給している。現在は有限会社ギルドへ直接その肥料を出荷している。有限会社ギルドは有機農家と契約を結んでいる農業生産法人である。

　ギルドは西友と販売提携を結んでいる。
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図３：霞ヶ浦の汚濁物質の流れ

（４）消費者アンケート調査結果

サンプル数：510　　（配布数1200／回収率43％）

調査対象：小学校の保護者（吾妻、並木、谷田部、島名、北条小学校）・筑波大学生

１）認証マークについて

認証マークを知っている人は少なかったが、知らないと答えた人の中で今後購入時の判断基準にする人が多かった。（図4）

また、どのようにしたら認証マーク付きの野菜がより普及するかということに関しては、認証制度のアピール、認証マークを目立たせる、認証付き野菜を増やすといった結果になった。

（図5）


２）学校給食について

学校給食に地場野菜を使用していることを知っている人は約70％いた。(図6) 

学校給食につくば市産の野菜を取り入れてほしいという人は、8１％だった（図7）

このことから、多くの保護者は地場野菜を学校給食に取り入れてほしと考えていることがわかった。

しかし、つくば市産の野菜を学校給食に取り入れることによって、現在よりも給食費が上がることについては否定的であった。（図8）

しかし、図４でぜひ取り入れてほしいと回答した人に限っては、値上げに賛成する人の方が多かった。
６．考察

1） 消費者と供給者の意識の差

　消費者の野菜購入時の意識として、消費者は新鮮、価格を重視する。供給者側の野菜販売の傾向としては、スーパーは価格重視とみられた。直売所では価格、鮮度、品質など重視する点に様々な傾向がみられた。
2） 学校給食への地場野菜の導入

　保護者は、学校給食での地場野菜の導入については肯定的であった。しかし、導入に伴って給食費が値上げされることについては否定的であった。現実的に学校給食へ地場野菜を導入するには、費用負担の面で保護者の理解を得ることが重要であると考える。

3） 農業特区の活用法

　現在農業特区を導入している地域の先行利用方法は、観光農園など客寄せを目的とする利用法が多かった。特区で現在つくば市で生産量の低い野菜を生産し、地場野菜のバラエティさの欠如を補う手段として活用する必要があると考えられる。

4） 認証システムの有効性

認証システムを野菜購入時の判断基準にするには、認証の意味を消費者が理解する必要がある。認証をアピールすることで消費者が認証付野菜を意識するようになれば、地場野菜の消費量が増えると考えられる。提案には認証のアピール方法を提案する

5） アサザ野菜のブランド化の有用性について

霞ヶ浦起源の有機肥料を用いて野菜生産を行うことは可能である。実際アサザ野菜を販売する西友では、有機野菜への需要は高く、現在では年50％の割合で売り上げが増えている有機野菜の名前と霞ヶ浦起源の肥料を使用するという点において、アサザ野菜のブランド化は有効であると考える。食べて霞ヶ浦をきれいにするというキャッチフレーズを利用することも環境問題を意識する上でよい効果がある。

7．手法の提案

提案1）直売所とスーパーの差別化

価格重視のスーパーとの違いをはっきり持った品質重視の直売所をつくば市内に普及させる。これにより消費者が個々のニーズに合わせて野菜を選ぶことが可能な環境ができる。

提案2）保護者の学校給食での地場野菜利用と価格上昇に対する理解の向上

子どもからその保護者まで実際に地場野菜に触れる機会を設けることで、学校給食に地場野菜を導入することの理解度を上げる。

具体的には、

· 学校の授業で野菜栽培を行う時間を設ける。夏休みに家庭菜園を行う宿題を与えるなど家族で栽培を体験する。

· 今回ヒアリング調査を行った有限会社みずほが企画する、農業体験イベントに学校として参加する。

· 小学校単位で農業特区を活用し、小学校自身が給食に利用する野菜を栽培する。
提案3）バラエティの欠如を補う為の農業特区活用

現在のつくば市の農家が、今まで作っていなかった品種の野菜の栽培を始めることは困難である。農業特区で新規参入者が新しい品種の栽培を行う。また、観光農園など集客目的での活用によって消費者への直売所の宣伝効果を高める。

提案4）認証アピールの手法

· 店内にポスターなどを貼って宣伝広告を設置する

· イメージソングを売り場で流す

· 試食機会を設ける

・　認証シ－ルを20枚集めたら認証野菜と交換できるキャンペーンを行う
提案5）アサザ野菜のブランド化

現在のアサザ野菜の方向性を今後も進め、地場野菜のブランドの１つとして普及に取り組む。

８．まとめと今後の展望

今回の地場野菜の普及と環境負荷低減についての調査・分析を通じて、地場野菜の普及にはいくつかの問題点があることが分かった。そして、販売所の差別化、学校給食への利用拡大、農業特区の活用、認証システムのアピール、アサザ野菜のブランド化を通して地場野菜がより普及していく可能性が示された。
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学校給食課へのヒアリング調査の結果、現在の制度のままでは地場産給食を広めるのは難しいということがわかった。そこで、地場産給食の普及に体系的に取り組んで実現させた長崎県大村市の例を参考にすればよいのではないかと考えた。

大村市は地場産給食の普及を教育委員会や学校栄養士主導ではなく、農政サイドからの取り組みによって実現させた。

大村市の保護者アンケートの結果

　

地場産物の給食への利用について　　　　　　　　　　　

地場産物利用の際の値上げについて

つくば市の小学生の保護者に対しても地場野菜を使った給食についてのアンケートを行った。その結果、つくば市産の野菜を給食に取り入れて欲しいと考えている保護者は81％で大村市とほぼ同じであった。給食費が上がる仕組みを保護者にきちんと説明する必要がある。そしてつくば市産の野菜が給食に使われていることを知っている人の方が、知らない人よりも値上げに対して理解を示している傾向があった。

現時点でもつくば市産の野菜が給食に使われていることは保護者にかなり知られている。しかし今後、子どもたちの地場野菜の栽培体験や、保護者の学校給食の試食機会を設けたりしてさらに保護者の認識と理解を深める必要がある。その上で再度調査を行えば、給食費の値上げに対して理解を示す保護者は増加することが予想される。このような方法で保護者の給食に対する理解を深めることができればつくば市においても地場産給食の普及は可能であると考えられる。
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･農林水産省農林水産統計:｢平成15年産野菜の作付面積、収穫量及び出荷量(野菜計、根菜類、葉茎菜類、香辛野菜)｣

　「平成15年産秋冬野菜の作付面積、収穫量及び出荷量(全国)」

考察

1） 消費者と供給者の意識の差

消費者は安くて新鮮なものを好む傾向にある

供給者は

直売所の利点を生かした、新鮮で質のよい野菜を取り揃えた直売所が増えることが、地場野菜の普及に好影響を及ぼすと考える。

提案1）直売所とスーパーの差別化

価格重視のスーパーとは違った品質重視の直売所をつくば市内普及させる。これにより消費者が個々のニーズに合った野菜を選べる環境ができる。

2） 学校給食への地場野菜の導入

保護者は地場野菜を学校給食に導入することに対しては賛成的であったが、それに伴う給食費の増加には否定的であった。現実的に学校給食で地場野菜を広めるためには、給食費の値上げに対する保護者の理解を得ることが重要であると考える。

提案2）地場野菜と触れる機会を設ける

保護者が子どもと一緒に農業イベントに参加する機会を設ける。そのような活動の中で農家の声を聞き、地場野菜への親しみを生むことが目的である。具体的方法として

・授業の一環として、夏休みに家庭菜園自習課題などを設け、親子で野菜を栽培するという機会を設ける。

・小学校単位で農業特区を利用し、給食で利用するための野菜を学校関係者も携わっての栽培を行う。

3)　農業特区の利用法

現在農業特区が導入されている地域の先行事例としては、観光農園など人寄せを目的とした活用方法が多い。地場野菜の種類の少なさを補う目的での活用を広めるには、現在他県から仕入れている農産物を、地元で生産することを推奨する仕組みを直売所が設けることは有効であると考える。

提案3）バラエティに富んだ野菜生産を推奨する

農業特区への新規参入者が現在つくばであまり生産されていない種類の野菜を生産する。

4） 認証システムについて

消費者への意識調査から、認証を消費者の購入時の判断基準にするために認証の仕組みをアピールする必要があることが分かった。認証シールが消費者の判断基準になれば、地場野菜の消費は増えると考える。

5） アサザ野菜のブランド化

　現在魚粉を堆肥化して行う有機野菜の栽培が行われはじめている。その背景には、有機野菜の販売率向上がある。

西友では有機野菜の売上率が年間50％上昇しており、有機野菜に対する需要は今後さらに高まると考える。

有機野菜の価値に加えて、アサザ野菜は、ブランド野菜として有効であると考える。

『地場野菜の普及による環境負荷低減効果と普及策について』


担当教官：吉野邦彦　TA：阿部真治　班員：安達悠一郎　渡辺健大　米沢充　杉原賢一


村田瑞穂　津波古陽香　山下恵　豊田早苗
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魚粉堆肥
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